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２０１５年１０月１９日 

 

第５期科学技術基本計画の最終とりまとめに向けての意見 

  

産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ） 

                             実行委員長 須藤 亮 

 

１．第５期科学技術基本計画の策定に向けた考え方 

 

当会の第５期計画へのスタンスとして３月の「第５期科学技術基本計画の策定に対する 

提言」（基本提言）の考え方を再掲、確認します。 

 

（１） 第５期計画は、成長戦略と科学技術政策とイノベーション政策の一体運営をはかる

観点から、「科学技術イノベーション基本計画」として策定すること。 

（２） イノベーションの創出とは「新たな市場や事業が生まれ、企業の収益が上がり、経

済成長や雇用の拡大により、社会や人々の生活の向上につながる成果を得ること」と

いう認識を関係者が共有すべきこと。 

（３）イノベーションの創出には、その前提として産学官各分野での「経営の革新」が必要。 

  

２．中間とりまとめの第４章・第５章におけるＷＨＡＴの具体的な書き込み 

 

  当会では５月に提言した「中間とりまとめについての意見」において、「４．未来の産 

業創造と社会変革に向けた取り組み」「５．経済・社会的な課題への対応」に書き込ま 

れるべきＷＨＡＴと「６．基盤的な力の育成・強化」以下のＨＯＷが、内容の具体性や 

表現の量においてバランスを欠いていることから、第５期計画において何を実現しよう 

とするのか、第４章、第５章において明確なイメージを描くべき、との指摘を行い、第 

４章、第５章を集中的に議論する場を公式に設けることを求めました。 

  これに対して、ＣＳＴＩでは、「基盤技術の推進のあり方に関する検討会」を設置し、 

あるいは産業界を含めた有識者の知見を集める努力を行い、第４章において社会や産業 

の大きな潮流である「超スマート社会」を具体化すべく、サイバーとフィジカルの構造 

化（ＣＰＳ：Cyber Physical System）や、ものづくりからコトづくり・サービス化へ 

の方向性を示そうとしています。 

また合わせて、第５章においては、第４期計画から引き続いて取り組むべき主要な社会 

課題とその解決への取り組みを位置づけようとしています。 

これらの動きは、科学技術基本計画の大きな進化であり転換点でもあると認識し、ＣＳ 

ＴＩの活動を評価するものです。 

最終とりまとめでは、これらの検討の成果を活かし、中間とりまとめ以降の産業界から 

の意見を十分に反映するとともに、以下の内容を第５期計画に反映することを求めます。 
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（１）第４章に書き込むべき事項 

   

  １）「超スマート社会」という未来の産業創造と社会変革の姿については、サイバー空 

   間の概念だけでなく、フィジカルの世界で想定するゲームチェンジの内容、すなわち 

具体的な社会のありようや生み出す価値の例もしっかりと描くべきです。 

 

かってのインターネット、携帯電話、宅配便は、それぞれが代表的なイノベーション 

の例ですが、個々の普及初期においては、いずれお互いがつながり、金融サービスや 

ＧＰＳをも包含して現在のような産業や生活の変化につながることは正確には予測 

できませんでした。 

同様に「超スマート社会」が描こうとするＩＯＴやＣＰＳの実現も、その先にどのよ 

うな社会が生起するのか、正確には描きがたいと言えますが、国の基本政策として重 

点的な投資を導き、人々の暮らしが大きく変わる以上、その成果がどのように還元さ 

れるのか、国民に理解できるような価値、目標、事例を示す努力が求められます。 

 

例えば、当会のプロジェクトとして取り組んでいる「スマート建設生産システム」 

では「土木建築」とＩＯＴを掛け合わせ、３次元地図やロボティクスを応用するこ 

とで熟練技能者の不足を解決しつつ、飛躍的に生産性を上げ、国際競争力を強化し 

しかもそこで使われる建築物や土木の３次元情報を、ビルの空調管理やインフラ維 

持管理、防災などと共有することで連鎖的かつ幾何級数的な新しい価値やサービス 

を生み出していく、というような社会が想起されます。 

 

このような「超スマート社会」の描く価値の対象として、「科学技術イノベーション 

総合戦略２０１５」において経済・社会的課題の解決に向けた重要な取組とされた 

１１テーマの他、当会では以下のような社会の価値創造も可能と考えます。 

 

・人とロボットとの共生 

  人の労働や機能の代替による生産性の向上のみでなく、職場、医療・介護、 

  災害対応など暮らしのあらゆる場面で、人間を主役にその想いを受け取り、 

個々人のおかれている環境や状況に合わせた最適なサービスが提供できる 

社会。 

 

・あらゆる人々にとってストレスのない移動 

  年齢や障がいの有無にかかわらず、移動の計画時から目的地への到着まで、 

リアルタイムの運行情報や道路情報に基づき、個人の特性やニーズに最適で 

なによりも交通事故を起こさない安全な移動手段を利用できる社会。 
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・災害が起きても生き残れる仕組み 

  災害につながる自然現象や種々の人工物の監視のレベルを飛躍的に高め、 

その発生を予測し、あらかじめ予防的な措置を施したり、発生時も避難計画 

や救援出動計画に反映して、人的被害を回避できる社会。 

  

・人が自らの意思で自分の情報を管理し、利活用できる仕組み 

 個人が自分の意志によって最適なサービスを選択し享受できる社会。また 

 事業者や行政にとっては、個人の同意の上でその属性や生活環境に応じた 

新たなサービスの提供や社会的な課題の解決が可能となる社会。 

 

・農業の成長産業化 

  情報技術を介した農業と工業の融合をはかり、生産から流通までの計画管理 

と作業の自動化によって農業経営をシステム化し、生産性の飛躍的な向上と 

低コスト化を実現。さらには付加価値の高い商品作物の開発や、鮮度や味を 

落とさず世界の消費者に届けることができる社会。 

 

要はこれらのテーマを実現するために、ＣＰＳあるいはＩＯＴサービスプラットホー 

ムがどのように貢献するのか、という実装の姿を描くことです。 

   ちなみに、当会はこれまで取り組んできた８７件のプロジェクトにおいて、上記の 

１１テーマに関係するものを含め多くの検討と活動を行ってきており、その内容を今 

後の政策にも反映いただきたいと考えています。 

 

  ２）超スマート社会を実現するために必要な技術はサイバー空間だけではありません。 

   我が国が「これから挑戦すべき」サイバーで必要な技術と、「これまで強みを持って 

きた」フィジカルな技術、その組み合わせによって価値を生み出すＣＰＳの世界では、 

フィジカルな技術が与件的に重要であるという認識が必要です。 

当会は本年３月の「第５期科学技術基本計画の策定に対する提言」において、産業界 

が重点的に投資すべきと考える「我が国が重点的に取り組むべき技術群」を整理し提 

言しましたが、その内容を、上記の観点から、サイバー／フィジカルという軸で以下 

の通り整理しました。 

 

① サイバーで必要な技術・技術基盤の例 

ビッグデータ解析、人工知能（ＡＩ）、サイバーセキュリティー、モデリング、 

シミュレーション、ソフトウエアエンジニアリング、認証 

ノウハウのメタ化、デジタル地図基盤、ＢＩＭ／ＣＩＭと測位情報の融合、 

インフラのヘルスモニタリング（ソフト） 等 
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② フィジカルで必要な技術・技術基盤の例 

素材（構造材料、高機能ポリマー等）、デバイス（各種センシング、ナノエレ、

パワエレ、等）、ロボティクス（統合制御、インターフェース、応用技術等）、 

ＨＰＣ（アリゴリズムを含む）、高速・大容量通信、ネットワーク、 

革新的再生可能エネルギー、原子力、人工光合成、水処理や空気浄化 

予防医療、先制医療、耐震・免震化、航空機 

宇宙（衛星など）、海洋（資源開発） 

 

３）上記のサイバー、フィジカルで必要な基盤技術を深耕するとともに、システム化で 

先導できそうなテーマ（例：自動走行、エネルギーバリューチェーン、革新的ものづ 

くり等）のシステム構築について重点的な取り組みを図り、これらのシステム化を 

通して広くテーマ横断的に活用できる共通基盤プラットフォームの整備を図るべき 

です。 

  

４）超スマート社会の実現には、技術要素だけでなく、それを支え牽引する人材や、社 

会や人々が受け入れる仕組みが必要です。第５期が科学技術・イノベーション基本計 

画であり、成果の実装という実質的なイノベーションを目的とするならば、以下のよ 

うな「技術以外の要素」の必要性も明確に書き込んでいただきたい。 

 

① 超スマート社会を創出し支える人材 

イノベーションは研究人材だけで創出されるものではありません。特にこれ

まで必ずしも十分な研究や人材育成の投資が行われていなかったソフトウエ

アやシステムに関わる人材と知見の不足が顕在化しており、今後は以下のよ

うな人材の集中的な育成に注力すべきです。 

・データの解析に必要なデータサイエンス 

・アーキテクチャーやアルゴリズム 

・サイバーセキュリティー 

・コンテンツマネジネメント など 

 

② 超スマート社会を先取りする制度、規制、標準化 

       データとその活用が価値を生むという未体験の社会づくりにおいては、自由

なアイデアの試行や実装を促す仕組み、例えば個人情報保護のような法的な

ルールや、分野によっては規制の緩和が、またそれらのアイデアの価値に対

する権利を守り活かすための基準、標準化、著作権保護などが必要です。 

 

③ 超スマート社会の受容性を高める文理融合 

未経験の社会の到来は人々の不安を生み出しがちです。上記のような社会の 

仕組みの実現性を高めるためには法学、経済学、社会学などの社会科学の知 
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見が、また国民の受容性を高めるには、倫理学、哲学、心理学など人文科学 

の知恵を活かす必要があります。これらの「科学」の総合的な融合の重要性 

を明記すべきと考えます。 

 

（２）第５章に書き込むべき事項 

 

   １）府省横断型の戦略事業プロジェクトであるＳＩＰは、個々のテーマに具体的な出 

     口と成果が必要なことはもとより、引き続き第５期を先導する役割も期待されま 

す。その中で、例えば、３次元地図情報基盤は、自動運転、インフラ、防災など 

多くのテーマに共通する重要な技術基盤要素となり、あるいは技術の標準化や基 

準作りにおいてもＳＩＰのテーマ共通の課題を抽出して同じ機能を無駄に重複 

させないようにする必要があります。このようなＳＩＰの横糸機能はＣＳＴＩの 

重要な役割であり、そのための体制が整備されるべきです。 

 

   ２）第４章では意図的にＩＯＴやＣＰＳなどを強調する形になっていますが、その前 

提として、第５章においては従来からの日本のものづくりの強みである基盤技術、 

共通要素技術、すなわち素材開発や加工製造技術などの引き続きの重要性を明確 

にすることが必要です。 

 

   ３）第５章に書き込まれるべき社会的課題の重要な柱である「超高齢化、人口減少社 

会」への対応に関する書き込みが第５期計画全体あるいは第５章の１１分野の中 

でも弱いと考えられます。第４章で描く超スマート社会の対象としての位置づけ 

も不明確です。健康長寿につながる予防医療やヘルスケアサービス、そして個別 

化医療、ゲノム医療、医療ビッグデータや個人情報の扱いなどにもっと着目すべ 

きであり、そのためにＣＳＴＩとＡＭＥＤ（日本医療研究開発機構）の緊密な連 

携により政策調整を進める必要があります。 

 

   ４）第５章への記載が想定される１１分野は、現時点での例示であり、それ以外にも 

多くの解決すべき課題や応用分野があることを確認し、今後の科学技術イノベー 

ション総合戦略改訂の機会などに適宜追加や見直しが行われるべきことを明記 

いただきたい。 

 

３．オープンイノベーションのあり方について 

 

（１）オープンイノベーション推進の本質的課題 

 

   我が国の企業は、将来の成長や持続性のために中長期的な経営改革を重視しつつも、 

   基礎的な研究開発については重点化を進める方向です。このような状況から、自前主 
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義のみでなく外部の力を活用するオープンイノベーショへの移行は不可欠と言えま 

す。当会では３月の基本提言においてもこのオープンイノベーション推進の必要性を 

強調しました。 

 

   一方で、企業にとってのオープンイノベーションのパートナーとは、国内の大学や研 

究機関だけではありません。企業にとっては、同業や異業種の企業でもあり、大学や 

研究機との連携はグローバルにも展開されます。すなわち共同研究の可否やパートナ 

ーを事業化のための投資対効果という観点で判断し、志向しているのは、お互いの強 

みとニーズを理解し新たな事業機会をともに享受できる世界の企業、大学、研究機 

関あるいは人材を活用する「グローバル・オープン・イノベーション」です。 

このような環境下において、アカデミアの立場から、共同研究１件当たりの規模、間 

接経費の負担、知財の扱いなどが提起されていますが、これらの課題は国内の大学や 

研究機関の本質的な経営改革の進捗の中でこそ、具体的に解決が見出されると考える 

ものです。 

すなわち、産学官の連携を深めるには、まずは産業界とアカデミアがお互いの価値 

観を理解しつつ、同じ現場で同じ課題を見ながら、ゴールとロードマップを共有し、 

実装にむけたお互いの分担を明らかにする必要があります。そのため、双方の研究者 

（研究室）単位でなく、産学の経営対経営、具体的には企業のＣＥＯやＣＴＯのカウ 

ンターパートである学長や本部の産学連携担当役員の権限を実効化し、その合意によ 

り大学のリソース配分を決定できる関係を構築しなければなりません。このようなア 

カデミアの経営革新の必要性を特に強調したいと考えます。 

 

（２）グローバルなイノベーション人材について 

 

１）グローバルなイノベーション人材の育成 

企業は組織として追随型から独創型への転換が促されていますが、イノベーショ 

ンはチームで達成されることが多く、メンバーには突出した才能だけでなく以下 

の素養が必要です。 

・専門分野の基礎基盤的な知識 

・自ら課題を設定し解決する力 

・ひとつの分野の深い知識、技術力の他に他の分野も理解できる力 

・思想と表現が一致し、説明責任を果たせるリベラルアーツの素養 

 また、グローバル化においては人材の採用と育成が鍵であり、企業においても世 

界の人材データベースやリクルートの専門家が常時機能する採用体制を整えて即 

戦力の人材を評価し採用する動きが拡大しています。国の政策においても、学生 

や応募者の基礎知識の有無を採用時に確認できる仕組みと共に、これまでのよう 

な採用後の再教育を企業が施す形でなく、基本的知識・能力開発への投資は自己 

責任であり、働く国や年齢ではなく実績と能力で評価される社会に合わせた理系 
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人材の育成を指向すべきです。 

 

２）技術者倫理の涵養 

国内外で科学・技術に対して不信感をもたらす事件が続いています。我が国にお 

いては、福島第一原子力発電所、ＳＴＡＰ細胞論文問題、建築資材や施工データ 

の改ざん等が科学者・技術者に対する社会の評価を失墜させました。これらの教 

訓として、巨大で複雑なシステムを俯瞰的に見通せる人材、職業倫理を身につけ 

た人材の育成が求められます。あらゆる技術分野において理系人材は信頼性に対 

する感度を高めるべきであり、技術の社会的影響の把握を経済、法律、倫理等の 

多方面の観点から検討し、外部の専門家の助言の必要性を判断する能力が個人に 

も組織にも必要です。 

 

３）人材の流動化 

オープンイノベーションの環境づくりにおいて、人材の流動化は大きな課題です。

産学官相互間の流動化には、クロスアポイントメントなど一定のシステム改革が

進みつつありますが、根本的課題は、産学官ともに人材の囲い込みと内部育成を

ベースとし、終身雇用が基本となっているところにあります。この状況は日本の

戦後の雇用慣習や労働観に根ざすものであり、科学技術イノベーション政策の枠

内のみでなく、社会保障のポータビリティや雇用にかかわる規制の大幅な緩和に

まで踏み込んだ政策が必要であることを、また成長戦略との関係において人材の

流動化は我が国の総合政策課題である旨を明記すべきです。 

 

（３）産業の基盤となるコア技術の維持と強化 

 

産業界におけるイノベーションの創出や事業化は、常に先端技術のみが主役になるわ 

けではなく、既存技術が先端技術の応用を支え、あるいは既存技術の深化や組み合わ 

せが新しい価値を生み出すことも多々あります。一方で、企業の求める技術や専門知 

識で大学の研究、講義から無くなると危惧される、いわゆる絶滅危惧学科、例えば、 

燃焼、溶接、化学工学、建築土木工学など基盤的な分野の研究や教育を維持すること 

も産学によるオープンイノベーションの基盤であり、その必要性についても明確に言 

及し、産学による協力の形を作り上げてくべきです。 

 

（４）府省横断的政策の実現 

 

   オープンイノベーションの課題の一つは国の政策連携、特に府省の縦割りを排した横 

断的な取り組みであり、以下の３点の重要性を第５期計画に書き込むことを求めます。 

 

１）府省横断的な政策のシンボルとして、産業界はＳＩＰの理念の継承と事業の拡大 
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  を求め、それを強力に支持し、そこで生まれるベストプラクティスをモデルケー 

  スとして横展開することを強く期待しています。第５期においても、ＳＩＰの強 

  化を特に明示的に強調いただきたい。 

 

２）重要かつ同様な分野の研究テーマについては、大学（文部科学省、ＪＳＴ）への

投資と産業界（経済産業省他、ＮＥＤＯ他）への投資の連続性を担保する形で、

府省間連携を強化すべきです。 

 

３）ＣＳＴＩとＡＭＥＤの政策と運営の一体化を進めるべきです。第５期計画の中間

とりまとめにはＡＭＥＤの対象とする医療関係の政策に関する記述がほとんど

見られません。我が国の科学技術基本計画の策定において医療技術の議論が欠落、

あるいは主体的な深い議論なく移植することは、政策連携の課題というだけでな

く、ＣＳＴＩの司令塔機能の実効性にも関係するものです。第５期計画でＡＭＥ

Ｄの政策を検討し包含することを求めます。 

 

（５）オープンイノベーションとオープンサイエンス 

 

当会は「オープンイノベーション」の推進を重要課題と認識し、その推進をはかろ

うとしています。また、アカデミアにおける「オープンサイエンス」の考え方には、

研究内容がデジタル化され、研究効率が上がり、研究内容の透明性が進むなど産業

界にも利点のあることを理解しています。 

    その一方で、無差別なオープンサイエンスの適用については注意が必要と考えます。 

産学連携対象等企業の戦略や事業にかかわるテーマや国家の重要テーマについて 

は、何をどこまでオープンにすべきか、その内容や生み出す価値、そして知財管理 

にも配慮した慎重な判断が求められます。 

アカデミアが自らのガイドラインを設定し、研究者任せではなく組織的な管理を行 

う必要性を明記し、国費による研究は必ずオープンにすべきというような誤解を招 

かない表現を求めるものです。 

 

４．公的な科学技術投資の拡大のために 

 

科学技術基本計画に記載された投資規模の目標水準は、第２期以来第４期まで一度も達 

成できていません。また、ＯＥＣＤ諸国に比して、科学技術分野における民間投資に対 

する公的投資の割合が低いことも指摘されてきました。中国など新興国の投資も急速に 

拡大しています。このような国際競争下において、少なくともＧＤＰ対比や伸び率にお 

いて、欧米先進国と遜色のないレベルの投資の確保が求められます。 

 

一方で、我が国の経済政策の最重要課題は、成長と財政再建の両立にあります。 
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その中で、科学技術イノベーション政策への投資を拡大するには、科学技術、イノベー 

ション政策への投資が成長戦略を前進させ、国際競争力強化につながり、結果として将 

来の税収が期待できるという好循環のシナリオを描かなければなりません。 

その在り方として、まず数字ありきではなく、以下の政策の推進を提言するものです。 

 

（１）第４期計画における投資がどのような成果を生んだのかを精査し、何ができたのか、

何が足りなかったのかを説明することがまず必要です。その上で、第５期計画にお

いては、個々の投資の目的と対象を明らかにしてメリハリをつけ、評価を徹底し、

最大限の効率化をはかる、いわゆるＰＤＣＡサイクルの構築と実効化は最優先課題

と言えます。 

 

（２）企業の投資においては、これをやるからこれだけの資金が必要ということを説明し、

その成果が一定の基準で評価されるというのは当然のことです。税金の投入にあた

っては、本来それ以上の厳格さが求められると考えられます。投資規模の議論では、

それだけの総額の投資がなぜ必要か、そして合理的な理由や投資の対象となる具体

的な政策課題が同時に明示されるべきではないでしょうか。 

特に、交付後はその主体に使途が任される運営費交付金には、投資の対象、内訳、

効果が外部から不透明なケースも見られます。事前に資源配分の目的と、配分や評

価の基準が、また事後にはその評価結果が明らかにされるべきです。 

 

（３）成長戦略とイノベーション創出の連動をはかるため、限られた資源を「未来の産業

創造と将来世代への投資」に重点投下すべきです。すなわち、第５期計画の中間と

りまとめの第４章、第５章で目標とした成長につながる具体的なテーマを実現する

政策が重視されるべきです。 

その他に、将来世代への投資の対象として、以下の事項への配分を提案します。 

・ＳＩＰやＩｍＰＡＣＴの継続と対象テーマの持続的な拡大 

・女性の理系人材や若いグローバル人材の育成 

・知財や標準化をリードできる専門人材の育成 

・ベンチャーの育成と出口戦略を進めるための支援 等 

 

以上、（１）～（３）の政策の実行と、２０２０年度にＧＤＰ６００兆円を目指そうとし 

ている政府の成長戦略を踏まえ、ＧＤＰ比１％以上、第５期計画の５年間で総額２６兆円 

以上の公的な科学技術投資の目標を書き込むべきと考えます。 

 

                                    以上 
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第５期科学技術基本計画の策定に向けた緊急提言 

2015 年 10 月 20 日 

一般社団法人 日本経済団体連合会  

 

 第５期科学技術基本計画は、2016 年度から 2020 年度の５年間にわたるわが

国の科学技術イノベーション政策の基本的な方向性を定めるものであり、総合

科学技術・イノベーション会議（CSTI）の下で策定される1初の計画である。経

団連としても科学技術の成果をイノベーションに結びつける観点から、計画に

盛り込むべき項目や政策等につき、これまで二度にわたり提言2してきた。 

 今般、6 月 18 日には「中間取りまとめ」が公表された。そこで示された考え

方は、概ね経団連の提言に沿った内容であり、評価している。年内の答申案取

りまとめに向け、現在、計画の策定に向けた検討も佳境を迎えていることから、

経団連として重視する点を以下に提言する。 

 

１．未来の産業創造と社会変革 

 「中間取りまとめ」の第４章「未来の産業創造と社会変革」については、現

在、（１）変革（ゲームチェンジ）につながる新しい価値を自ら生み出すことの

できる力の強化、（２）世界に先駆けた「超スマート社会」3の実現、が検討され

ている。同章はわが国の将来にとって、極めて重要な指針となりうる。 

 （１）において、ImPACT(革新的研究開発推進プログラム)の制度としての恒

久化とさらなる発展・展開4、関係府省におけるチャレンジングな研究開発の推

進に適したマネジメント体制の導入、ベンチャー企業の重要性と具体的施策の

                         
1 内閣府設置法改正により 2014 年に総合科学技術会議が改組。これに伴い、文部科学省か

ら CSTI に科学技術基本計画の策定権限が移管。 
2 2014 年 11 月に「第５期科学技術基本計画の策定に向けて」、2015 年３月に「未来創造に

資する『科学技術イノベーション基本計画』への進化を求める」を発表。 
3 必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々な

ニーズにきめ細やかに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、

地域、言語といった様々な制約を乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会。 
4 CSTI の司令塔の下、各省が展開するプログラムの連携・調整を図られたい。 
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検討を明記されたい。とりわけ、中小企業政策と同一視されてきたベンチャー

政策は、科学技術イノベーション政策と有機的に連携させる契機となりえるこ

とから、研究開発型ベンチャー等を念頭にした積極的な検討が求められる。併

せて知的財産政策との連動も図る必要がある。 

 IoT5、AI6、ロボット等の技術の飛躍的発展が経済社会に大きな変革をもたら

す可能性が指摘されるなか、（２）において、「超スマート社会」実現に向けて

システム化7が不可欠である旨を強調していることは重要である。今後、生み出

す価値に関する記述を充実させた上、「見えないものづくり」たるソフト面を含

めた8システムの高度化・統合化に必要な共通基盤的プラットフォームの構築9

や、重要基盤技術の戦略的な強化について検討することが求められる。基礎研

究から社会実装までのビジョンや経営課題の共有を通じた本格的な産学官連

携や拠点形成、さらには産学連携での人材育成を進めるための有効な方策につ

いても具体的な検討が必要である。 

 IoT 等が今後の成長戦略の大きな鍵となることから、諸外国でも取り組みを

強化しているなか10、IoT 等によって創出される将来ビジネスの可能性を十分に

引き出せるような法制度整備11とセキュリティの向上を念頭に入れた取り組み

を同時に進める12ことが不可欠である。 

                         
5 Internet of Things。あらゆるモノがネットワークに接続され、相互に情報のやり取り

を行うというコンセプト。 
6 Artificial Intelligence。人工知能。 
7 「科学技術イノベーション総合戦略 2015」では 11 のシステムが掲げられたが、健康・

医療に関するシステムの記載はなかった。第５期計画では、医療 ID の導入、医療データベ

ースの構築等の健康・医療に関するシステムも記載し、推進すべきである。 
8 近年の情報通信分野への予算の推移を見ると、情報通信分野の減少傾向が激しい（平成

24 年度は、平成 18 年度比で約 30％減）。予算配分には、計画の理念を反映させることが

重要である。 
9 これらの海外へのパッケージ輸出を念頭に、外交政策との連動が求められる。 
10 ドイツ政府は、2011 年に自国製造業の競争力強化のための構想「Industrie 4.0」を推

進。米国では、GE が「Industrial Internet」を提唱し、コンソーシアムを推進。 
11 本年 9 月 4 日に成立した改正航空法（通称ドローン規制法）により、ドローンの開発な

らびに建設業などにおけるドローン活用まで萎縮するとの指摘もある。 
12 本年 9 月に策定された新たな「サイバーセキュリティ戦略」の問題意識や推進すべき研

究開発分野等との整合を図ることも求められる。 
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２．経済・社会的課題への対応 

 「中間取りまとめ」の第５章「経済・社会的課題への対応」についても、CSTI

における検討が深まりつつある。 

 「中間取りまとめ」段階では、同章で５つの重要課題を抽出し、それら課題

毎に「重点的に推進すべき課題例」が示されていたが、その課題達成に向けて

鍵となる技術的課題を具体的に明示する方向で議論がなされていることは、望

ましいといえる。その際、これまで検討があまり行われていなかった宇宙、海

洋等のフロンティアについても本格的な検討も必要である。また、課題達成の

ための手法として SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）が重要である。

同プログラムの制度としての恒久化と拡充13を通じ、産学官・関係府省連携のも

とで、研究開発から社会実装までをシームレスに推進することも強く望まれる。

なお、社会実装を考えるにあたっては、人文・社会科学系の知見が必要である

ことは指摘しておきたい。 

 

３．政府研究開発投資の目標 

 諸外国が科学技術イノベーション政策を強化し、政府の研究開発投資を増額

させるなか、わが国の科学技術予算の伸びは低調である。 

 科学技術によるイノベーションの創出は、わが国が持続的な成長を遂げる上

で不可欠であり、安倍政権の政策の方向性と軌を一にするものである。「中間取

りまとめ」では、「第５期科学技術基本計画中における研究開発投資総額の目標

についても検討する」という表現にとどまっており、具体的な目標を明確にす

べきである。 

 科学技術予算は未来への投資である。第５期科学技術基本計画においては、

最低限、従来の計画で掲げた「政府研究開発投資の対 GDP 比１％」という数値

目標を明記し、着実な実現に努めることが不可欠である。安倍政権の基本方針

                         
13 新たなプログラムとして、「重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保」が

追加。 
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の一つである「2020 年度名目 GDP600 兆円達成」14という目標を前提とし、2016

年度から毎年度 GDP 比１％の研究開発投資額を確保するとした場合、第５期計

画期間中の政府研究開発投資は、総額 28 兆円となる。また、政府とあわせて民

間の研究開発投資を促進することも重要であり、研究開発税制の維持・拡充15に

ついても明記すべきである。 

 

（2014 年度の実績は、4.35 兆円、対 GDP 比約 0.88％） 

 また、科学技術予算をイノベーション創出に効率的・効果的に結びつけるた

め、CSTI の下で、各省予算の調整を行う予算戦略会議の調整機能を強化16し、

予算の戦略的活用を進めることが不可欠である。さらに、国立大学改革や研究

開発法人改革を通じたわが国全体のイノベーション・ナショナルシステム改革

（含：資金制度改革）の重要性は指摘されているが、その実効性確保が、わが

国の競争力の強化の観点からも極めて重要である17ことをあらためて強調した

                         
14 本年１月に発表した経団連ビジョン「『豊かで活力ある日本』の再生」においても、ビ

ジョン実現により 2020 年度に名目 GDP が 595 兆円となると試算。 
15 試験研究費総額に係る控除制度である総額型の維持・拡充のみならず、共同・委託研究

に係るオープンイノベーション型ならびにベンチャー企業に係る制度の充実等も求めた

い。 
16 所掌範囲を広げること等。 
17 平成 27 年版経済財政白書では、「我が国におけるイノベーションの動向を振り返ると、

長期的な経済の停滞にもかかわらず研究開発や特許の出願といった官民合わせた我が国

全体のイノベーションへの取組は積極的であったものの、そうした取組に応じた生産性や

営業利益の向上、企業におけるイノベーションの創出が必ずしも実現されていなかったと

考えられる」とした上、イノベーション・システムの改善やコーポレートガバナンスの強

化の必要性等を指摘。 

5.19
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い。それら重要政策を進める上では、CSTI と産業競争力会議や他の本部18との

連携強化も不可欠である。 

  

４．女性の活躍の促進 

 現在、文部科学省・経済産業省共管で「理工系人材育成に関する産学官円卓

会議」19を実施中であり、内閣府では、「理工チャレンジ」の取り組みを進める

ほか、9 月には理工系女性に焦点を絞った「科学技術イノベーションにおける

女性の活躍の促進に向けた検討会」のまとめ20を行ったところである。 

 第５期科学技術基本計画においては、こうした検討状況を踏まえ、理工系（特

に工学系）分野における女性の活躍の促進に向けた具体的施策の充実が図られ

ることが期待される。 

 

５．PDCA サイクル実行に向けた指標の作成 

 科学技術基本計画については、予てより PDCA サイクル実行の必要性が叫ば

れながらもそのための具体的な指標づくりが課題となっていた。 

 第５期科学技術基本計画策定に向け、PDCA サイクルを回すための主要指標の

検討にあたっては、全体を俯瞰でき、かつ分かりやすく適切な数の、検証可能

な具体的指標が策定されることを期待する。その際、指標によっては、CSTI に

おいて 10 年以上の長期的な成果を見極めていくことも重要である。 

 なお、こうした指標を活用しつつ、５年計画の「科学技術基本計画」と１年

計画の「科学技術イノベーション総合戦略」との整合性を図ることにも努めら

れたい。 

                         
18 IT、知的財産、宇宙、海洋、サイバーセキュリティ等。外務省に新設される科学技術顧

問との連携も必要。 
19 理工系人材育成戦略を踏まえ、同戦略の充実を図るために設置された産学官の対話の場。

座長は内山田竹志トヨタ自動車会長と大西隆豊橋技術科学大学学長の共同である。 
20 （１）女性が理工系を選択する、（２）女性研究者・技術者が活躍する、（３）女性が科

学技術イノベーションを支える多様な人材として活躍する、を三本柱として女性研究者・

技術者の活躍促進の取り組みを加速する。 



6 

 

 産業界では、経団連ビジョンで掲げた、次の時代を担う「新たな基幹産業の

育成」に向けた本格的なオープンイノベーションを推進する。具体的には、非

競争領域を中心に複数の企業・大学・研究機関等とのパートナーシップを拡大

し、将来の産業構造の変革を見通した革新的技術の創出に取り組む。 

 

                                以 上 


